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は じ め に

半導体産業は台湾の先進国へのキャッチアッ

プが明瞭に観察される産業である。台湾半導体

産業は 1980 年代に生まれながら，今や生産規

模においても，技術水準においても，世界の最

前列に立っている。こうした台湾半導体産業の

急速な発展に関してはすでに多数の研究があり，

その主要な要因として，政府が重要な役割を果

たしたこと，設計や製造といった部門に特化し

た企業から主として構成される分業構造が発達

していること，製造部門におけるファウンドリ

専業や設計部門におけるトータルソリューショ

ンといったユニークなビジネスモデルが形成さ

れたことが明らかにされている。しかしながら，

これまでの研究では，これら諸要因を結びつけ，

台湾半導体産業の発展を継起的なプロセスとし

て論じることは少なかった。またその結果とし

て，発展の要因の背景にまで十分に分析を掘り

下げてこなかった。本稿はキャッチアップ型工

業化論，特にその中核にある後発性の利益に対

台湾半導体産業の発展における後発性と革新性
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《要　約》

本稿はキャッチアップ型工業化論およびその中核概念である後発性の利益の批判と拡張を行い，そ

れを使って台湾半導体産業の発展を後発性のなかから段階的に革新が生み出されていった過程として

解釈している。まず後発性の利益を利用した国家プロジェクトにおける選択が分業構造の基礎をつく

り，各部門が独自に発展することを可能にした。製造部門では，台湾は後発ゆえに他の選択肢を選べ

なかったため，躊躇する先進国に先駆けてファウンドリ専業モデルを構築することになった。さらに，

台湾企業はモデルの潜在的な革新性を逐次発現し，ファウンドリ市場をリードし続けている。設計部

門では，聯発科技が追随型の発展を水平的に拡張し，図らずも中国等の携帯電話のローエンド市場を

切り開くという革新を達成している。このように後発性の作用を技術だけではなく，市場やビジネス

モデルにまで広げることによって，後発国は多様な発展戦略を考案することが可能になる。
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して批判と拡張を行い，それを使って台湾半導

体産業の発展を各段階における選択の積み重ね

によって後発性のなかから革新が生み出されて

いった連続した過程として解釈したい。それに

よって，政府の役割およびユニークな分業構造

とビジネスモデルといった要因が発展の過程の

なかでどのように生まれ，発達していったのか

を示すこともできると考えている。

本稿は次のように構成されている。第Ⅰ節で

は台湾半導体産業の構造と成長の概要を提示す

る。第Ⅱ節では先行研究のレビューを通して分

析の課題を明確にするとともに，分析のアプロ

ーチを説明する。第Ⅲ節では，1970 年代以降

の国家の取り組みを検討し，分業構造の始原を

示す。第Ⅳ節と第Ⅴ節では，製造部門と設計部

門それぞれについて，ユニークなビジネスモデ

ルが形成され，発展した過程を示す。最後に，

本稿の主要な成果を整理した後，後発国の産業

発展に対するインプリケーションを引き出す。

Ⅰ　台湾半導体産業の成長と構造

まず議論の出発点として，台湾半導体産業の

成長と先進国に対するキャッチアップを，生産

額の増大を観察することで把握する。表 1 から

明らかなように，この十数年の間，台湾半導体

産業の生産額は急速に増加した。米ドルベース

でみた場合，2014 年の生産額は 1996 年の 9.6

倍であり，年平均の成長率は 13 パーセントだ

った。分業の構造の違いやグローバル化の進展

によって，厳密な比較は難しいと考えられるが，

1996 年には日本の 4 分の 1 以下，アメリカの 6

分の 1 以下だった。しかし，2000 年代半ばに

は停滞する日本を上回るようになった。2009

年にはアメリカともほぼ肩を並べている。

次に，台湾半導体産業の際立った特徴である

分業構造を説明する。図 1 にあるように，半導

体産業は 4 つの工程から構成されているが，台

湾では各工程がそれぞれ専業の企業によって担

われている。

なかでも重要な特徴は，製造部門において受

託，つまりファウンドリのみを行うファウンド

リ専業が非常に発達していることである。

TSMC（中国語名は台湾積体電路製造股份有限公

司。 英 語 名 は Taiwan Semiconductor 

Manufacturing Co., Ltd.）をはじめとする台湾企

業は，2014 年の世界のファウンドリ市場の 71

パーセントのシェアをもっている［『半導體工業

年鑑』2015 年版，2/15］。反面，設計と製造を統

合 し て い る 企 業（Integrated Device 

Manufacturer。以下，IDM）の比重は小さい。

設計を担う企業もまた，本稿で論じる聯発科

技（Mediatek Inc.）をはじめとして，そのほと

んどが設計に特化したファブレスの企業である。

一方，今述べたように IDM の比重は小さく，

エレクトロニクス・メーカーの内製部門も発達

していない。さらに設計部門内の分業も進み，

IP（Intellectual Property）と呼ばれる既製の回

路ブロック専門のプロバイダーや，IP の開発

と供給および設計の一部を受託する設計サービ

ス企業がある。

組立は世界的にも早くから IDM からの分離

が進んだが，台湾では完全に独立し，組立メー

カーはすべて受託専業である。テストはかつて

多くの設計会社が自ら行っていたが，今は委託

する割合が高まり，受託専業および組立との兼

業が増えている。

表 1 が示すように，4 部門いずれも速いスピ
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ードで成長している。台湾元ベースでみた場合，

1996 年以降 18 年間の設計，製造，組立，テス

ト各部門の平均成長率はそれぞれ 20 パーセン

ト，13 パーセント，13 パーセント，20 パーセ

ントであった。産業全体の成長に対する寄与率

をみると，生産額の大きい製造部門が 52 パー

表 1　台湾半導体産業の生産額

台湾 日本 アメリカ 合計 設計 製造 組立 テスト
（億米ドル） （億元）

1996 84 336 526 1,882 218 1,256 358 50
1997 86 287 570 2,479 363 1,532 478 106
1998 85 237 576 2,834 469 1,694 540 131
1999 131 290 629 4,235 742 2,649 659 185
2000 229 380 737 7,144 1,152 4,686 978 328
2001 156 248 463 5,269 1,220 3,025 771 253
2002 189 232 497 6,529 1,478 3,785 948 318
2003 238 273 548 8,189 1,902 4,701 1,176 409
2004 329 309 601 10,990 2,608 6,239 1,566 577
2005 348 276 616 11,179 2,850 5,874 1,780 675
2006 428 292 550 13,933 3,234 7,667 2,108 924
2007 447 299 498 14,667 3,997 7,367 2,280 1,023
2008 427 293 511 13,473 3,749 6,542 2,217 965
2009 378 234 400 12,497 3,859 5,766 1,996 876
2010 559 300 - 17,693 4,548 8,997 2,870 1,278
2011 601 260 - 15,627 3,856 7,867 2,696 1,208
2012 552 210 - 16,342 4,115 8,292 2,720 1,215
2013 634 182 - 18,886 4,811 9,965 2,844 1,266
2014 726 174 - 22,033 5,763 11,731 3,160 1,379

（出所）　台湾は『半導體工業年鑑』各年版，日本は「生産動態統計」各年版，アメリカは Statitical Abstract 
of the United States 各年版より作成。

（注）　日本については IMF，台湾については中央銀行の為替レートの資料を使って米ドルに換算した。

図 1　台湾半導体産業の分業構造

化学品
（19）

設計
（245）

ウェハー加工
（16）

組立・テスト
（37）

マスク
（3） リードフレーム

（4）
ウェハー
（11） 基板

（7）

（出所）　『半導體工業年鑑』2015 年版より作成。
（注）　カッコ内は企業数。
　　　ディスクリート半導体および光半導体は含まない。
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セントと最大になっている。続いて設計部門が

28 パーセント，組立部門が 14 パーセント，テ

スト部門が 7 パーセントである。

本稿では 4 部門のうち，主として製造と設計

について議論する。この 2 部門は高度な技術を

用い，高い付加価値を生み，また他の部門，他

の産業への波及効果をもっているので，産業の

発展に対してより重要な役割を果たしていると

考えられるからである。

Ⅱ　分析の課題とアプローチ

1．先行研究のレビューと分析の課題

台湾半導体産業の発展にともない，その研究

もまた発展してきた。はじめに注目されたのは，

台湾半導体産業の生成と発展における政府の役

割である。主として開発主義国家論の研究によ

って，台湾半導体産業が国家プロジェクトから

生まれ，発展したことが示されてきた（注１）。ま

た，国家プロジェクトのなかで，産業発展の方

向性をめぐる論争や当初の計画からの変更があ

ったことも明らかにされている。

1990 年代以降，台湾半導体産業の発展が進

むと，各部門のユニークなビジネスモデルが注

目されるようになった。とりわけ製造部門のフ

ァウンドリ専業モデルに多くの関心が注がれ，

その台湾および世界の半導体産業に対するイン

パクトや位置づけが論じられた。Mathews 

and Cho［2000］は，ファウンドリ専業モデル

が技術導入を促す梃子となることを示した。青

山［1999］ や 伊 東［2004］， 陳［2003］ や 林

［2010］はファウンドリ専業メーカーを産業の

ネットワークの要として捉えている。世界的な

影響という観点からは，たとえばブレズニッツ

が「ファウンドリ専業は世界の半導体産業にお

いて卓越した生産モデルであり，それをいくつ

かの点において根本的に転換した」［Breznitz 

2007, 112］ とその意義を高く評価している。

また，ファウンドリ専業モデルの形成と発展

の要因については，台湾自身のダイナミズムと

世界の半導体産業の変化が重要であったことが

明らかになっている。前者については，佐藤

［2007］がその発生過程における行為主体のビ

ヘイビアを追跡している（注２）。経営学は後者，

世界の半導体産業の変化に注目し，特に技術面

を中心にファウンドリ専業モデルの台頭を説明

した［湯之上 2008；立本・藤本・富田 2009］。

Fuller, Akinwande, and Sodini［2005］，Fuller

［2005］，Breznitz［2007］は，一面では国際価

値連鎖論を踏まえ，世界の半導体産業との相互

作用について論及し，同時に開発主義国家論を

継承して，政府の役割の変化を中心に台湾の産

業発展の動態を論じている。

2000 年代に設計部門の発展が顕著になると，

その研究も増加した。まず注目されたのは，独

立した設計会社の叢生である。先行研究は，こ

れら設計会社が先進国の企業に追随することに

よって発展してきたことを明らかにしてきた。

追随戦略を可能にした第 1 の要因は，台湾がパ

ソコンをはじめとする情報機器において世界的

な生産基地となったことである。台湾企業は情

報機器に用いられる半導体において，「敏捷な

追随者」として，先行する先進国企業の製品を

素早く模倣し，代替していったのである［Chang 

and Tsai 2002, 107-108; Fuller 2005, 146; Breznitz 

2007, 11; 王 2010, 176］。第 2 の要因は台湾の設

計会社の競争力である。そのソースのひとつは

低コストのファウンドリ専業メーカーを，近接
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した立地によって効率的に利用できたことであ

る［Breznitz 2007, 112］。もうひとつのソースは，

長時間労働を厭わない「突貫作業文化」によっ

て開発から販売までのリードタイムが短縮され，

「敏捷な追随」が可能であったことである［曾 

2009, 第伍章］。

2000 年代後半になると，聯発科技の目覚ま

しい成長の研究が盛んに行われるようになった
［Breznitz 2007; 許・ 今 井 2010; 王 2010; 李・ 高 

2011; 丁・潘 2013; 朝元 2014］。これらの研究では，

聯発科技の供給する半導体が，中国において

「山寨」と呼ばれる低価格携帯電話の爆発的な

発展をもたらすという革新を成し遂げたこと，

顧客へのトータルソリューションの供与といっ

た，聯発科技のユニークなビジネスモデルが重

要な役割を果たしたことが明らかにされている。

このように，台湾半導体産業の先行研究では，

生成段階における国家プロジェクト，製造部門

におけるファウンドリ専業モデル，設計部門に

おける追随戦略とトータルソリューションとい

った発展の要因が明らかにされてきた。しかし

ながら，研究の範囲が発展過程の各局面に限定

される傾向があり，台湾半導体産業の発展が連

続した過程として十分に論じられていないとい

う問題が残されている。第 1 に，国家主導で産

業が生成されたが，それが台湾半導体産業の特

徴となるユニークな分業構造やビジネスモデル

どのように関係していたのか。第 2 に，ファウ

ンドリ専業モデルはなぜ世界に先駆けて台湾で

生まれたのか（注３）。また，台湾は一貫してファ

ウンドリ専業モデルの発展を主導してきたが，

それはどのようにして可能になったのか。第 3

に，追随戦略によって発展した設計部門のなか

から，聯発科技の革新的なビジネスモデルはど

のように生まれたのか。本稿は台湾半導体産業

の発展を，各段階における選択の積み重ねが生

んだ継起的なプロセスとして捉え，それによっ

てこれらの問題を検討する。

2．分析のアプローチ

本稿は台湾半導体産業の発展における後発性

の作用に注目する。とはいえ，従来のキャッチ

アップ型工業化論の後発性の作用に対する考え

方をそのまま用いるわけではない。

Gerschenkron［1962］ から始まるキャッチア

ップ型工業化論の核心は後発性の利益である。

それは後発国が技術的なバックログ，すなわち

先進国によって形成された，すでに標準化が進

んだ技術の蓄積という機会を使うことによって，

先進国が経なければならなかった試行錯誤をス

キップし，より速いスピードで技術水準を上昇

させられること，その結果，先進国よりも圧縮

された経済成長が可能になることである（注４）。

このような説明は韓国や台湾の工業化の説明に

も適用されてきた（たとえば Amsden［1989］）。

1990 年代以降になると韓国，台湾の経済発展

につれてイノベーションへの関心が高まったが，

それもキャッチアップ型工業化の延長線上に位

置づけられていた（たとえば Kim［1997］）。

しかしながら，分業構造や各部門のユニーク

なビジネスモデルといった先進国とは顕著に異

なる特徴が示すように，台湾半導体産業は従来

のキャッチアップ型工業化論が想定していたよ

うな後発性の利益に基づく先進国の経験の単な

る複製ではない。台湾半導体産業の発展過程を

理解するためには，後発性の作用を拡張して考

える必要がある。

第 1 に，本稿は後発性の不利益にも目を向け
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る。キャッチアップ型工業化論の卓越した点は，

後発性がむしろ後発国にとってメリットになる

ことを示したことである。しかし，後発国は本

来，後発であるがゆえに先進国にとっては可能

な多くのことをなすことができない。したがっ

て，後発国の選択の一部は後発ゆえにあらかじ

め狭められた選択肢のなかから選んだ次善の策

だったかもしれない。本稿はこのような後発性

がもたらす制約にも注目する。

第 2 に，本稿は技術の変化の作用をより広く

捉え，後発国が先進国に先んじて技術革新を導

入する可能性も視野に入れる。キャッチアップ

型工業化論では，先進国が常に開発された最先

端の技術を用いていると想定している。しかし，

多くの事例から明らかにされているように（注５），

先進国企業はすでに確立した生産体制にロック

インされているため，新しい技術を開発しても，

必ずしもすぐに用いるとは限らない。一方，後

発国は既存の仕組みを廃棄する必要がないこと

から，技術の変化は後発国に有利に働くことも

ありうる。また，この場合，後発国企業による

新しい技術の導入は一定の革新性をもつことに

なる。

第 3 に，そして最も重要なことは，本稿では

市場という領域も議論に組み込むことである。

これまでのキャッチアップ型工業化論は技術を

中心とし，後発性の利益とはもっぱら先進国に

よって蓄積された技術的バックログを意味した。

しかし，本稿の焦点のひとつであるビジネスモ

デルは，技術だけではなく市場をはじめとする

他の構成要素も含んでいる。したがって，台湾

半導体産業の発展にアプローチするためには，

後発国の市場における機会にも目を向ける必要

がある。

市場機会の一部は，これまでのキャッチアッ

プ型工業化論が論じてきた技術的な後発性の利

益と同様に，後発国の追随戦略を可能にする。

たとえば，先進国が試行錯誤を経て切り開いた

市場に，後発国は後から開拓のコストを払わず

に参入するといった追随型の発展を図ることが

できる。しかし，後発国の発展にとってより重

要となる市場機会は，先進国が先行して構築し

た産業システムによって初めて生まれた需要，

したがって先進国自身の発展の初期段階におい

ては存在しなかった需要である。このタイプの

機会はしばしば後発国の産業発展の起動を容易

にする。たとえばある産業を生み出すとき，先

進国はパイオニアとして巨額の投資を行ってサ

プライチェーン全体を同時に構築する必要があ

る。しかし，サプライチェーンが発達すると各

工程への分化が進み，それぞれの需要へのアク

セスがオープンになるので，後発国は産業全体

を立ち上げる必要はなく，その一部分に参入す

るというビジネスモデルの採用が可能になる。

あるいは，先進国によって開発された製品が普

及していくにしたがって，市場が複数のセグメ

ントに分化する傾向がある。そのなかでローエ

ンド市場は，技術力には劣るがコストが低い後

発国にとって参入が容易なセグメントである。

このような後発国が利用可能となる市場機会

は，技術的な後発性の利益とは異なる特性をも

っている。第 1 に，新しい市場機会やそれに基

づくビジネスモデルの多くが潜在的である。そ

の結果，本稿では潜在的な機会やビジネスモデ

ルを探索するという行為の分析が重要になる。

しかも，潜在的であるため，しばしば意図せざ

る結果として市場機会は発見され，ビジネスモ

デルは形成される（注６）。従来のキャッチアップ
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型工業化論では，技術的な後発性の利益が顕在

的であるため，それを探索する必要がなく，結

果の予測も容易だった。そのため，分析の主眼

は，後発国の行為主体が自明となっている後発

性の利益を利用できるかどうか，その能力をも

っているかどうかに置かれていた（注７）。

第 2 に，市場機会やビジネスモデルは複数存

在する可能性があり，行為主体によって選択さ

れる必要がある。しかもそれぞれの帰結を完全

には予測できないため，選択は実験的な性格を

もち，一定の試行錯誤をともなう。換言すれば，

成功をもたらした機会やビジネスモデルの大部

分は，結果をはじめから見通して選択されたわ

けではなく，複数の機会やモデルのなかから淘

汰を経て生き残ったという側面をもっている。

本稿はこの点においても，先進国の経験によっ

てベストプラクティスが既知であることが想定

されていた従来のキャッチアップ型工業化論と

は異なっている。

第 3 に，新しい市場機会は，産業を立ち上げ

る段階を比べた場合，上述のように先進国より

も後発国に有利に作用するが，同じ時点におい

ては先進国も利用することができる（注８）。この

点において，定義上，後発国にしか発生しなか

った技術的な後発性の利益とは異なっている。

したがって，後発国が先進国に先んじて市場機

会を利用できた場合，その理由を考える必要が

ある。ひとつの可能性は，前述の技術変化の作

用と同様，先進国企業が自ら切り開いてきた既

存の市場にロックインされていることである。

その場合，先進国企業は新しい機会を見過ごし

たり，気付いても既存の事業に拘束されて選択

できなかったりするかもしれない（注９）。

第 4 に，新しい市場機会を利用することは大

なり小なり革新性を帯びることになり，それゆ

えにさらなる発展をもたらす経路へとつながる

可能性をもっている。新しい需要に向けて構築

されたビジネスモデルは，当初の想定を超えて，

今まで先進国のビジネスモデルではアクセスで

きなかった他の需要を掘り起こしたり，サプラ

イチェーン上の新しい役割を担ったりするかも

しれない。さらに，従来の先進国のビジネスモ

デルが到達できなかったような，極めて革新的

なビジネスモデルに進化するかもしれない。

本稿はこのように後発性の作用をより広く捉

えた上で，それに対する行為を論じる。特に重

要となるのが TSMC の張忠謀や聯発科技の蔡

明介といったリーディングカンパニーのトップ

マネジメントの言動である。彼らに直接インタ

ビューすることは困難なので，本稿では新聞，

経済誌等を渉猟し，彼らの発言を収集した。ま

た，一部のトップマネジメントおよび関係者に

はインタビューすることができたので，それを

論拠に加えるとともに，産業全体の発展過程を

理解するバックグラウンドとしても用いている。

産業全体について理解する上では，工業技術研

究院が作成する『半導體工業年鑑』も重要なソ

ースとなっている。

Ⅲ　分業構造の始原

台湾半導体産業は 1970 年代以降の国家プロ

ジェクトから生まれた。本節では前節で提示し

たアプローチから国家プロジェクトの過程（注10）

を再検討し，台湾半導体産業の特徴である分業

構造がどのように形成されていったかを示す。
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1．第 1の分岐点―全工程の技術導入―

台湾は 1970 年代に入ってよりいっそうの経

済発展を目指し，半導体産業をターゲットとし

た国家プロジェクトを実施した。第 1 期のパイ

ロットプラント計画（「設置積体電路示範工廠計

画」）は，アメリカからの技術導入によって半

導体産業を生み出すことを目指していた。後発

国が技術的な後発性の利益を利用しようとする

典型的なプロジェクトだったといえよう。国家

プロジェクトは，後発性の利益をどのように利

用するのかについて何度か選択を迫られた（注11）。

そのうち分業構造の形成にとって第 1 の分岐点

となったのは，プロジェクトの企画段階におけ

る技術導入の範囲である。

半導体の技術導入は，政府から諮問された在

米華人の技術者である潘文淵によって 1974 年

2 月に提案された。プロジェクトを企画，実施

するにあたって，彼は政府の要請を受けて他の

在米技術者とともに TAC（Technical Advisory 

Committee）という顧問団を同年 10 月に組織し

た。一方，プロジェクト自体は前年に設立され

た工業技術研究院（以下，工研院。英語名は

Industrial Technology Research Institute） が 担

うことになった。プロジェクトの企画において，

潘をはじめとする TAC と工研院の王兆振院長

との間ではいくつかの点において論争が生じた。

そのひとつが，設計を技術導入の範囲に含める

かどうかであった。

王はスケールメリットを発揮できるようなフ

ァブの建設を優先的な目標と位置づけ，ターン

キー方式による建設を主張，設計は副次的な目

標とし，別途時間をかけて育成すればよいとし

た。一方，潘は持続的な発展のためには設計も

含めたフルセットの産業を育成する必要がある

と反論した。ファブの規模については，小規模

から始め，段階的に拡張することが，技術進歩

によって可能になっているとした。このように，

1970 年代には半導体産業の技術的な発展によ

って，後発の台湾は技術導入の方式を複数の選

択肢のなかから選べるようになっていた。同時

に投入可能な資源が限られているなか，キャッ

チアップを進めるためには何が重要かを見極め

る必要があった。論争は潘の勝利となり，設計

の技術導入も並行して行われることになっ

た（注12）。

分業構造の前提は，台湾が半導体産業のすべ

ての工程を備えていることである。論争の結果，

設計部門の技術導入も同時に進めることを選ん

だことによって，設計と製造を含むフルセット

の半導体産業が確立されることになった（注13）。

実際，台湾初の設計会社である太欣半導体や，

今日のトップ企業である聯発科技など多くの設

計会社が，直接，間接に工研院から生まれてい

る。国家プロジェクトに技術者として参加して

いた聯発科技会長の蔡明介は，「（パイロットプ

ラント計画は）研究開発（注14）を重視したのです。

その影響は計り知れないものがありました。

……このちょっとした違いが台湾の半導体産業

により高い競争力をもたらしたのです」［洪 

2003, 47］と語っている。

2．第 2の分岐点―分業による企業化―

プロジェクトが完了し，所期の成果を収める

と，その企業化が新たな課題となった。このと

き，プロジェクトの実施主体であった工研院は，

IDM の設立ではなく，製造のみを企業化し，

設計は工研院が引き続き担い，設立した企業に

ライセンシングするという方式を採用した。こ
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うして台湾初の半導体製造企業である聯華電子

（United Microelectronics Corp.）が 1980 年に設

立された。しかし，このような分業構想は失敗

に終わった。

構想の失敗の直接的な原因は，パイロットプ

ラントと聯華電子の間で競争が発生したことで

ある。元々の構想ではパイロットプラント自体

が企業化されることになっていた。しかし，当

時の法規上，国の資産であるパイロットプラン

トを聯華電子に売却ないし貸与することができ

ないことがわかり，聯華電子は新しく工場を建

てることになった。工研院に残されたパイロッ

トプラントも稼働を続け，しかもパイロットプ

ラントと聯華電子は工研院が開発した同じ製品

を製造し，競争することになってしまった。聯

華電子は設計を工研院に依存することを嫌い，

蔡明介らを招いて設計を内部化し，IDM に転

換した。もっとも，仮にパイロットプラントが

操業を停止していたとしても，ライセンシング

による分業というモデルが機能したかどうかは

疑わしい。ライセンシングでは，聯華電子のパ

フォーマンスに大きく影響する製品企画が工研

院に委ねられていたからである。しかも，工研

院は非営利団体であるため，聯華電子はその製

品企画の市場性に不満を抱えることになっ

た（注15）。

企業化において注目されるのは，台湾が

IDM を設立して，プロジェクトの成果である

製造技術と設計技術を統合的に経営することを

目指さなかったことである。つまり，台湾半導

体産業ではその生成時から，設計と製造の分離

が考えられていたのである。それは台湾が半導

体技術の変化を取り入れた結果であった。1970

年代，アメリカにおいて設計と製造の分離に関

する研究がすでに進み，台湾にも紹介されてい

た［張・潘文淵文教基金會 2006, 118-125］。技術

的な可能性とともに，当時の台湾の関係者は部

門間の技術的な性格，発展の速度やパターンが

異なることも認識していた。このように，後発

の台湾ではすべての工程をほぼ同時に立ち上げ

なければならなかった先進国とは違った発展経

路を進むことが可能になっていたのである。

聯華電子は工研院との分業では失敗したもの

の，分業のメリット，特に自らが製造に特化す

るメリットまでは否定しなかった。聯華電子は

失敗の経験からライセンシングの欠点を学んだ

ことによって，TSMC の設立に先立ってもう

ひとつの分業形態であるファウンドリ専業の原

型のひとつを提起し，また 1990 年代には自ら

ファウンドリ専業に転換するのである。

Ⅳ　�製造部門の発展―ファウンドリ専業モ

　　デルの形成と革新性の顕現―

分業構造が形成されると，台湾ではそれぞれ

の部門において独自の発展が図られるようにな

った。本節は製造部門について論じ，前半では

世界初のファウンドリ専業メーカーである

TSMC の設立過程を検討し，台湾が後発国と

して行った選択が世界に先駆けたモデルの構築

をもたらしたことを明らかにする。さらに，

1990 年代半ばにおける聯華電子と華邦電子の

異なる戦略の選択にも論及する。後半では，は

じめに台湾のファウンドリ生産の拡大と技術発

展を示した後，TSMC がファウンドリ専業モ

デルの革新性を発現させていった過程を検討す

る。それを通して，ファウンドリ専業モデルが

後発性によって生み出されながら優れた革新性
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を潜在的にもっていたことを明らかにするとと

もに，後発ゆえに先行してモデルを構築した

TSMC は潜在的な革新性にもいち早く気づく

ことが可能となり，またすでにあるファウンド

リ専業モデルに新しい役割を付加することによ

って漸進的に革新を進めることができたことを

示す。

1．ファウンドリ専業モデルの形成

⑴　�TSMC の設立とファウンドリ専業モデ

ルの生成

ファウンドリ専業モデルが生まれる機会は，

1980 年代に世界の半導体産業において，ファ

ウンドリ市場が形成されることによってつくら

れた。前節で述べたように，設計と製造の分離

が技術的に可能になり，製造の委託が行われる

ようになったのである。ファウンドリに対する

需要のソースのひとつは IDM であった。IDM

は自社製品に対する需要が自社の製造能力を上

回るとき，製造を委託するようになった。工研

院のパイロットプラントや聯華電子も沖電気な

どから製造を受託していた。もうひとつのソー

スは，活発に設立されるようになった設計会社

である。張はファウンドリ専業モデルを提案し

た理由として，アメリカでの自らの経験をもと

に，今後，ファブレスの設計会社の設立の増加

が見込まれること，しかし設計会社は製造を委

託している IDM のサービスに満足していない

ことに気づいたことを指摘している（『經濟日

報』1999 年 10 月 29 日）。また，台湾において設

計会社の設立が続いていたことも理由として挙

げている（『經濟日報』1986 年 12 月 26 日）。後

発であった台湾半導体産業は，その発展過程の

初期の段階でこのような新しい機会を生かすこ

とが可能だったといえよう（注16）。

しかしながら，ファウンドリ市場の形成とい

う機会は台湾のみが利用可能だったわけではな

い。先進国企業も参入可能だったが，そうしな

かった。Fuller, Akinwande, and Sodini ［2005, 

83］はその理由として，先進国企業が IDM と

して順調に発展していたこととともに，ファウ

ンドリ専業のリスクが高いと考えられていたこ

とを指摘している。実際，台湾が TSMC の設

立に際して先進国の半導体企業に資本参加を打

診した際，フィリップス以外は出資を見送って

いる。また，工研院の史欽泰が 1986 年初め，

デ ー タ ク エ ス ト 社 が 日 本 で 開 い た 会 議 で

TSMC のビジネスモデルを報告したときも，

聴衆の反応は非常に懐疑的だった［張・潘文淵

文教基金會 2006, 192］。つまり，ファウンドリ

市場は形成されたものの，まだ多くの企業を引

きつけるような規模には発達していなかったの

である。

それにもかかわらず，台湾はなぜファウンド

リ専業を選んだのか。台湾はオペレータやエン

ジニアの水準が高く，製造面に優位性があると

も考えられていたが［張・潘文淵文教基金會 

2006, 191］，それがファウンドリ専業を選択し

た積極的な理由になったわけではない。決定的

な理由は，後発の台湾にはそれ以外の選択肢が

残されていなかったことである。以下では聯華

電子の設立から TSMC の設立までの過程を検

討し，そのことを明らかにする。

前節で述べたように，1980 年，国家プロジ

ェクトによって聯華電子が設立され，台湾半導

体産業は誕生したが，世界の最先端とのギャッ

プは依然として大きかった。1985 年の時点を

みると，世界の最先端では線幅（注17）が 1.6 マイ
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クロメートルから 1.2 マイクロメートルに向か

っていたのに対し，台湾の量産技術は 5 マイク

ロメートルから 2.5 マイクロメートルに向かう

段階だった。これは台湾と先進国の間には依然

として 5 年以上のギャップがあることを示して

いた［『半導體工業年鑑』1991 年版 , 36, 圖 3-7］。

政府はこのようなギャップを縮めるため，1983

年に第 3 期の国家プロジェクトである VLSI 計

画（超大型積体電路技術発展計画）をスタートさ

せた。

プロジェクトの企画段階において，主たるタ

ー ゲ ッ ト と す る 製 品 を DRAM（Dynamic 

Random Access Memory）と ASIC（Application 

Specific IC）（注18）のどちらにするかという論争が

生 じ た。 外 国 人 顧 問 団 の STAG（Science & 

Technology Advisory Group）は DRAM を推奨

した。DRAM は大きな市場をもち，技術発展

の牽引車として期待できるので，妥当な助言で

あったといえよう（注19）。実際，当時，日本は

DRAM に注力することでアメリカを追い越し

つつあったし，台湾とともにキャッチアップを

始めていた韓国も DRAM をターゲットにして

いた。しかし，工研院は DRAM への参入は大

量の資源を必要とし，それに限られた資源を集

中的に動員することが難しいこと，一方，分散

して開発できる ASIC が起業志向の強い台湾に

適していることを考慮し，ASIC に重点を置く

ことを主張し，政府もこれを支持した。こうし

て台湾は半導体産業の発展の重点として，

DRAM という選択肢を放棄し，ASIC を選んだ。

この結果，前述のように，台湾では 1980 年代

半ばに設計会社が相継いで設立されることにな

ったが，個々の ASIC の生産量は小さいので，

技術発展によって拡大するファブの生産能力を

どのように生かすのかという問題が残された。

また，設計部門と製造部門の技術発展のスピー

ドが同期する保証もなかった。1985 年，張忠

謀が半導体産業の発展に関する政府からの諮問

に対して，ファウンドリ専業メーカーの設立を

提案し，ようやく問題に対する回答が定まっ

た（注20）。1987 年に TSMC が設立され，張は会

長に就任した。

佐藤［2007，第 5 章］では，このように VLSI

計画において ASIC をターゲットとして選択し

たことが，必ずしも意図したわけではなかった

が，半ば必然的な結果として，ファウンドリ専

業の誕生をもたらしたことを示した。しかし，

ファウンドリ専業がけっして最善の選択肢とし

ては考えられていなかったこと，つまり積極的

に選ばれたわけではなかったことを，十分に論

じていなかった。本稿のアプローチから改めて

検討すると．台湾は DRAM や CPU といった

大きな市場をもつ製品に進出する能力を欠いて

いるという後発ゆえの制約のため，ファウンド

リ専業を選択せざるを得なかったことが明確に

理解できる。だからこそ，台湾は躊躇する先進

国企業に先行することができたのである。張自

身，20 年後，まだ先進国から大きく遅れてい

た当時の台湾半導体産業において，ファウンド

リ専業が唯一の選択肢だったと述懐している

［『工商時報』2007 年 5 月 27 日］。しかし，ファ

ウンドリ専業は当初想定していなかったような

潜在的な発展の可能性を秘めていたため，事後

的にみれば後発性の制約は台湾に正しい選択を

強要するという逆説的な作用を及ぼしたのであ

る。

⑵　聯華電子と華邦電子の選択の分岐

台湾のファウンドリ市場における主導的な地
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位は，聯華電子が 1995 年にファウンドリ専業

に転換したことによっていっそう強化されるこ

とになった。聯華電子の転換においても，台湾

の後発性ゆえの機会と制約が作用していた。し

かし，1980 年代と違って，ファウンドリ専業

は唯一の選択肢ではなかった。そのことを華邦

電子（Winbond Electronics Corp.）のケースに

も論及することによって示す。

前述のように聯華電子はいったん IDM とな

っていたが，1995 年にファウンドリ専業への

転換を決定した。台湾企業は IDM からファウ

ンドリ専業への転換においても，先進国企業に

先んじることになったのである。聯華電子の転

換の一因は，設計会社の成長とともにファウン

ドリ市場が広がり，ファウンドリ専業の機会が

増大していたことである。設計会社は相互に激

しく競争するようになり，TSMC 以外の委託

先を必要とするようになっていた（注21）。同時に

聯華電子自身のダイナミズムも作用していた。

聯華電子は IDM として，種々の ASIC（ASSP

を含む）および SRAM（Static Random Access 

Memory）を生産し，成長を続けていた。しか

し，1990 年代半ば，成長を持続するためには，

製造技術のレベルアップにとともに増大する生

産能力を消化する新しい用途を必要としていた。

生産能力を消化し得る他の選択肢のうち，

CPU にはファウンドリ専業への転換に先立っ

て挑戦したが失敗に終わっていた。DRAM は

リスクが高いとしてはじめから除外してい

た（注22）。このような後発性の制約ゆえに，聯華

電子はファウンドリ専業を選んだのである。

しかし，聯華電子ははじめから排除したもの

の，1980 年代末から，後発国の企業が先進国

企業との合弁や提携によって DRAM に参入す

ることが可能になっていた。これは一部の先進

国企業が後発国の企業と手を結ぶことで，他の

先進国企業に対して優位に立とうとしたためで

ある。後発性が生んだ新しい機会といえよう。

台湾でもこのような機会を利用して，徳碁半導

体（Acer Semiconductor Manufacturing, Inc.），

台湾茂矽電子（Mosel Vitelic, Inc.），力晶半導体

（Powerchip Technology Corp.），南亜科技（Nanya 

Technology Corp.）， 茂 徳 科 技（ProMOS 

Technologies, Inc.）といった DRAM メーカー

が設立されていた［佐藤 2007, 第 6 章］。

なかでも注目したいのは華邦電子の DRAM

メーカーへの転換である。華邦電子は工研院の

国家プロジェクトに参加した技術者たちが，華

新麗華グループ（注23）と組んで 1987 年に設立し

た企業であり，聯華電子と同根である。事業展

開も聯華電子と似ていて，工研院の開発した

ASIC を買い取って IDM としてスタートし，

その後，SRAM を主力製品としていた。それ

ゆえ，1990 年代になると，聯華電子と同様，

製造工程のレベルアップを進めた場合，生産能

力を消化しきれなくなるという問題が生じてい

た。華邦電子はこの問題を解決するため，ファ

ウンドリ専業ではなく DRAM を選択した（注24）。

こうして 1990 年代半ばの台湾では，依然と

して前途が不明瞭なファウンドリ専業モデルと，

新しく選択可能となった DRAM という 2 つの

可能性が競い合うことになったのである。しか

しながら，DRAM への挑戦は失敗に終わった。

華邦電子をはじめ，DRAM を選んだ企業のそ

の後の経営は安定せず（注25），多くがファウンド

リ専業に転換することになった。このように，

今日の台湾半導体産業におけるファウンドリ専

業中心の構造は，DRAM というもうひとつの
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選択肢が失敗に終わり，放棄されることによっ

て形成されたという側面をもっている（注26）。

2．�台湾のファウンドリ専業モデルにおける

主導性の持続

⑴　生産の拡大と技術発展

TSMC の設立以降，ファウンドリ生産は持

続的かつ速いスピードで拡大し，台湾の半導体

製造部門の成長の原動力となった。同時に台湾

は世界のファウンドリ市場をリードし続けてい

る。表 2 に示すように，ファウンドリ生産は

1990 年代後半に急激に増加し，以後も持続的

に増大していった。その結果，製造部門におけ

るファウンドリ生産の比重もまた，1996 年の

33 パーセントから 2000 年の 63 パーセントに

急増し，以後，製造部門の成長を牽引し続けて

いる。また，台湾は世界のファウンドリ市場に

おいて 3 分の 2 以上のシェアを占め続けている。

このような生産の増大は，一面では技術的な

発展によってもたらされた。台湾の製造技術は

1990 年においても，世界の最先端との間にな

お数年に及ぶ遅れがあった。線幅をみると，当

時の台湾における最先端技術は 1 マイクロメー

トルであった。これは世界の最先端はと比べて

約 6 年遅れていた。韓国と比べても 4 年の遅れ

があった［『半導體工業年鑑』1991 年版，35-36］。

その後，台湾半導体産業の技術水準は急速かつ

持続的に向上し，台湾は 2000 年，0.15 マイク

ロメートルの段階で最先端の日米に追いついた

［『半導體工業年鑑』2000 年版，捌 20- 捌 21］（注27）。

こうしてファウンドリ専業モデルはより高度な

製品にも適用されるようになった。

半導体産業の技術水準を示すもうひとつの重

要な指標はウェハーの口径である（注28）。一世代

前の技術である 8 インチ（200 ミリメートル）・

ウェハーのファブは，1987 年に世界で初めて

建てられた。それに対して，台湾で最も早く稼

働を始めたのは，1994 年に国家プロジェクト

からスピンオフした世界先進半導体のファブで

ある。現在も最大口径として使われている 12

インチ（300 ミリメートル）・ウェハーに進む段

階では，台湾はアメリカ，日本とともに 2001

年に商業生産を始め，世界の最先端へのキャッ

チアップを果たした。台湾企業はその後，積極

的に 12 インチ・ウェハーのファブを建設し，

世界最大の生産能力をもつに至っている［湯之

上 2008］ 。

1990 年代の技術的なキャッチアップは，台

湾企業の自主的な研究開発とともに，一種の後

発性の利益とファウンドリ専業モデルの梃子効

果［Mathews and Cho 2000］によって後押しさ

れたことが，これまでの研究で明らかになって

いる。後発性の利益としては，まず国際半導体

ロードマップ委員会が発行した技術ロードマッ

プがある［立本・藤本・富田 2009, 242］。後発の

台湾企業はそれにしたがって技術開発を進める

表 2　ファウンドリ生産

1996 2000 2005 2010 2014
ファウンドリ生産（億元） 399 2,966 3,735 5,830 9,140
台湾の製造部門の生産額における比重（%） 33 63 64 65 78
世界のファウンドリ市場における台湾のシェア（%） － 77 67 68 71

（出所）『半導體工業年鑑』各年版より作成。



63

研究ノート

ことができた（注29）。また，製造装置への技術の

体化も後発企業のキャッチアップを容易にした

［吉岡 2010, 第 3 章］。張忠謀も「この 10 数年に

おいて，半導体技術の急速な進歩を陰で支えた

無名の英雄は装置メーカーです。彼らは製造技

術の発展において重要な役割を果たしてきまし

た」と述べている［『工商時報』1999 年 9 月 17

日］。

ファウンドリ専業モデルの梃子効果とは，モ

デルが顧客からの技術移転を促す作用をもって

いることである。まず，顧客から技術が供与さ

れる場合がある。たとえば TSMC は，設立直

後，インテルの認証を獲得する過程で多くの指

導を受けている［楊 1998, 94］。また，設計会社

を含む顧客との共同開発もしばしば行われてき

た。たとえば TSMC は銅配線技術をアメリカ

の設計会社と共同開発している［『日経産業新

聞』2000 年 4 月 7 日］（注30）。

ただし，最も重要な技術進歩のソースは自主

開発であった。そのことは TSMC と聯華電子

の戦略の選択とその結果が示している。2000

年代初頭，技術的なキャッチアップが完了しつ

つあるとき，TSMC と聯華電子は異なる戦略

を採用した。聯華電子は IBM が組織する共同

開発に参加した。一方，TSMC は自ら研究開

発を行うことに重点を置き，IBM から持ちか

けられた共同開発への参加を断っている［『中

國時報』2000 年 1 月 28 日］。結果的には，この

選択の違いが両社のその後の発展を分ける重要

な要因となった。劉英達氏への 2006 年 1 月 12

日のインタビューによれば，IBM の技術は実

験室レベルから量産技術に発展させるのに時間

がかかったため，聯華電子は TSMC にかえっ

て後れを取ることになった。林［2010］もこの

点を指摘している。

⑵　�ファウンドリ専業モデルの潜在的な革新

性の発現

技術的な発展が成長をもたらしたのは明らか

だが，台湾は 1990 年代までキャッチアップ途

上にあり，2000 年代以降も先進国企業と肩を

並べたものの，大きくリードしたわけではない

ので，技術的な理由のみでは台湾がファウンド

リ市場で大きなシェアを保ち続けたことは十分

に説明できない。以下では十分な理由を明らか

にするため，TSMC がモデルが潜在的にもっ

ていた革新的な役割を発現していった過程を示

す。

①ファウンドリ専業モデルの原点

TSMC は設計会社を主たる顧客としてスタ

ートした。1994 年，副総経理だった曽繁城（注31）

は，「専業の IC ファウンドリサービスの位置

づけは，恒久的に IC 設計業とともに大業をな

そうとする立場に立つことです」［曾 1994, 90］

と述べている。1997 年時点において TSMC の

顧客の 7 割以上は設計会社であった［『中國時

報 』1997 年 4 月 18 日 ］。 一 方，IDM と TSMC

はお互いに副次的な関係でしかなかった。

IDM は主力製品以外の生産を一時的に補完す

るために TSMC を利用するにすぎなかった

［『工商時報』1997 年 8 月 30 日］。

TSMC はファウンドリ専業メーカーの位置

づけを，顧客のファブとした。このような位置

づけは，1996 年に「バーチャルファブ」とい

うシステムを構築することによって完成に至っ

た。曽繁城はファウンドリ事業を成功に導く取

り組みのひとつとして，「顧客が，製品がファ

ブのプロセスのなかでどこにあるかを明確にわ

かるようにし，顧客が（製造の）状況がよくわ
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からないという疑念や不安をもつことがないよ

うにすることです」［曾 1994, 91］と述べている。

バーチャルファブは顧客のこのようなニーズに

応え，オンラインで顧客が自身の製品の，

TSMC のファブ内における製造状況をみられ

るようにしたシステムだった。

ただし，実際には TSMC が積極的にシステ

ムを構築したというよりは，半ば強いられたも

のだった。偉銓電子（Weltrend Semiconductor, 

Inc.）会長の林錫銘への 2014 年 9 月 22 日のイ

ンタビューによると，かつて顧客の設計会社か

ら電話やファクスで製造状況についての問い合

わせがひっきりなしにあり，TSMC はその対

応に追われていた。TSMC はバーチャルファ

ブ・システムの導入によって，問い合わせへの

対応を省力化することができたのである。

ファウンドリ専業メーカーとファブレスの設

計会社の組み合わせは順調に発展し，半導体産

業におけるプレゼンスを拡大していった。表 3

が示すように，2000 年の上位 20 社は依然とし

て IDM によって占められ，ファウンドリ専業

メーカーも設計会社も皆無だった。しかし，

2011 年には TSMC，聯華電子，および設計会

社 4 社がランクインしている。

表 3　世界の主要半導体メーカー
（単位：100 万米ドル）

2000 年 2011 年
企業名 売上高 企業名 売上高

1 インテル 30,298 インテル 49,697
2 東芝 10,864 サムスン電子 33,483
3 日本電気 10,643 TSMC 14,600
4 サムスン電子 10,585 テキサスインスツルメンツ 12,900
5 テキサスインスツルメンツ 9,202 東芝 12,745
6 ST マイクロエレクトロニクス 7,890 ルネサスエレクトロニクス 10,653
7 モトローラ 7,678 クアルコム 9,910
8 日立製作所 7,286 ST マイクロエレクトロニクス 9,631
9 インフィニオン・テクノロジーズ 6,732 ハイニックス半導体 9,403
10 マイクロン・テクノロジー 6,314 マイクロン・テクノロジー 8,571
11 ハイニックス半導体 6,287 ブロードコム 7,160
12 フィリップス 6,275 AMD 6,568
13 三菱電機 6,270 インフィニオン・テクノロジーズ 5,599
14 富士通 5,925 ソニー 5,372
15 アギアシステムズ 5,104 富士通セミコンダクター 4,430
16 AMD 4,361 フリースケール・セミコンダクタ 4,408
17 IBM 4,328 NXP セミコンダクターズ 4,147
18 松下電子工業 3,992 エヌヴィディア 3,939
19 ソニー 3,641 エルピーダメモリ 3,891
20 シャープ 3,602 聯華電子 3,760

（出所）　『半導體工業年鑑』2001 年版および李［2012］より作成。
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② IDM の代替

TSMC は設計会社とともに発展を続ける一

方，1990 年代後半，半導体産業の諸条件が変

わるなか，設計会社のファブという原点を超え

て，ファウンドリ専業モデルの新しい役割を見

出していった。そのひとつが IDM の製造部門

の代替である。

1990 年代後半の半導体産業の重要な変化の

ひとつは，製造技術の開発やファブ建設といっ

た固定的な費用の高騰である。TSMC はこれ

をみて，固定費の膨張は資産利益率やキャッシ

ュフローといった財務的な指標を悪化させるの

で，IDM の多くはファブレス化，ファブライ

ト化に向かい，その結果，IDM からファウン

ドリ専業メーカーへの委託が増加すると考えた

のである。張忠謀は 1997 年に次のように述べ

ている。

「IDM は今後ファブの建設を続けるでし

ょうか。私はそうはならないと思います。

……（半導体企業の世界ランキングにおい

て）第 6 位の企業は，キャッシュフロー表

からみて，減価償却やキャッシュフローを

考慮すると，新たにファブを建設する余裕

がもうないと考えられます。ですから，当

該企業は設計したウェハーの製造をファウ

ンドリ専業メーカーに任せ，バーチャルフ

ァブとするでしょう。第 7 位，第 8 位の企

業もほぼ同様です。主因はファブを建設す

るためには，手元の運用可能なキャッシュ

を減らさなくてはならず，それは高リスク

であるとともに，売上高全体にも寄与しな

いからです」［張 1997, 340-341］。

こうして TSMC は，1998 年から IDM から

の受注の拡大を目指した「群山計画」をスター

トした［張・潘文淵文教基金會 2006, 220-221］。

IDM から受注した製品を効率的に生産するた

めには，TSMC と IDM の間で技術を共有する

必要があった。TSMC の研究開発担当の副総

経理だった蒋尚義によれば，設計会社の多くは

TSMC の標準的な製造技術に基づいて設計す

るのに対し，IDM は自身の製造技術に基づい

て設計していることから，TSMC が受注して

も個別に対応する必要があるため，コストが高

くなり，また IDM 自身が製造するよりも時間

がかかることになった［『中國時報』2001 年 5 月

18 日］。TSMC はこの課題を解決するため，3

段階で IDM との関係の強化を進めていった。

第 1 段階では IDM の技術を使って製造し，次

の段階では相互に開発した技術を組み合わせ，

第 3 段階では共同開発を行うようになった。曽

繁城への 2013 年 1 月 31 日のインタビューによ

れば，このように段階を踏んだのは IDM がは

じめ TSMC の技術を信頼していなかったため

である。

TSMC が予測したとおり，2000 年代半ば以

降，大部分のロジック IC メーカーはファブラ

イト化，ファブレス化に向かっていった（注32）。

表 3 にある 2000 年の世界ランキング上位 20 社

はすべて IDM だった。しかし，2005 年から

2007 年にかけて，技術的には線幅が 90 ナノメ

ートルから 65 ナノメートルに達した段階で，

ST マイクロエレクトロニクス，インフィニオ

ンテクノロジ，NXP セミコンダクターズ（フ

ィリップスから分離した IC メーカー），フリース

ケール・セミコンダクタ（モトローラから分離

した IC メーカー）は以後，先端的なファブを建

設しないという方針を立てた。テキサスインス

ツルメンツも 2007 年に，32 ナノメートル以降
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の技術開発は独力では行わないことを公表した。

AMD（Advanced Micro Device, Inc.）に至って

は，2008 年に製造部門を分離しファブレス化

した（注33）。日本企業ではソニーが 2007 年にフ

ァブライトに向かうことを発表し，富士通マイ

クロエレクトロニクス，パナソニック，ルネサ

スエレクトロニクス，東芝も 2009 年以降，技

術水準が 40 ナノメートルから 32 ナノメートル

に至った段階でファブライト化の方針を明確に

した。このような IDM のファブライト化，フ

ァブレス化は，その製造部門がファウンドリ専

業メーカーに代替されたことにほかならない。

③顧客のファブから知識創造のハブへ

前述のように，TSMC は自らを顧客のファ

ブと位置づけたが，それ自体はやや受動的な姿

勢である。この位置づけでは，自らの発展は顧

客である設計会社のパフォーマンスに依存する

ところが大きい。しかし，1990 年代後半，

TSMC は顧客との関係においてより積極的な

役割を果たせることに気づき，実行していった。

ファブの建設費用の膨張とともに，1990 年

代後半に半導体産業に生じたもうひとつの大き

な変化は，製造技術における微細化が進行して

チ ッ プ の 集 積 度 が 上 昇 し，SoC（System on 

Chip）のように回路の複雑さが大幅に増大した

ことである。その結果，IP の供与など設計に

対するサポートの重要性が増すことになった

［蘇 2003, 6-8］。TSMC はこの変化をとらえ，広

範なサポートや共同開発を通して顧客とより密

接な関係を築くことによって，自らファウンド

リ専業モデルをさらに発展させられることを認

識していった。曽繁城は 1998 年に，バーチャ

ルファブは設計サービスを兼ね備えることで

「ドリームファブ」となることができると述べ

ている［『經濟日報』1998 年 7 月 7 日］。2002 年

には張忠謀が TSMC のビジョンを，「技術とサ

ービスにおいて最良のファウンドリ・メーカー

になること」から，「（顧客と）ウィン・ウィン

のパートナー関係」へと変更したことを明らか

にしている［『工商時報』2002 年 12 月 17 日］。

このようなトップマネジメントの発言は，

TSMC が顧客との関係を受動的なものから，

自らリーダーシップを発揮するものへと変えて

いったことを示している。

TSMC は新しい自らの位置づけに基づき，

ファウンドリ専業モデルの内容を拡張していっ

た（注34）。1997 年には重点を製造からサービスに

移す方針を明らかにし，組織改編を行った［『中

國時報』1997 年 12 月 14 日］。その一環として設

計サービス部門を設立し，顧客に IP を提供す

るライブラリを設けた。ライブラリには自ら開

発した IP や ARM 社などの他社の IP が含まれ，

いずれも製造可能であることが検証されている。

2000 年 前 後 か ら は EDA（Electronic Design 

Automation）企業と共同で開発し，TSMC で

の製造可能性を検証した設計フローを，リファ

レンスフローとして発表するようになった。リ

ファレンスフローはその後，TSMC の製造技

術の水準の向上に合わせて開発されている。

2000 年には内外の設計サービス会社 29 社と

「設計サービス連盟」を結成した［廖 2000, 54-

55; 劉 2003, 170］（注35）。しかし，設計サービス会

社とのより強い結びつきが必要と考え，2003

年に TSMC は設計サービス会社の創意電子

（Global Unichip Corp.）を傘下に収めた（注36）。創

意電子の会長となった曽繁城は，製造技術の進

歩に台湾の設計部門が遅れがちであることを指

摘し，創意電子が足並みをそろえることを促す
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ことを求めている［『工商時報』2004 年 5 月 28

日］（注37）。創意電子の子会社化によって連盟の

他のメンバーは TSMC から距離を置くように

な っ た が［『 工 商 時 報 』2004 年 8 月 19 日 ］，

TSMC は自身の意思を貫徹することができる

設計サービス会社をもつことを優先したのであ

る。

TSMC は 2008 年になって，設計サービスを

生み出す仕組みを統合，発展させ，「オープン

イノベーションプラットフォーム（OIP）」とし

て発表した。OIP は設計会社，IDM やシステ

ム・メーカーの設計部門，EDA 企業，IP 企業

のイノベーションを促進することを目的とし，

各種インターフェイスや TSMC が主導する共

有要素（collaborative components）から成る。

OIP の成果としてはリファレンスフロー，IP，

他社の IP の検証，デザインキット，オンライ

ン・デザイン・ポータルがある（TSMC ウェブ

サイト，http://www.tsmc.com/　2013 年 10 月 5 日

アクセス）。こうしてファウンドリ専業メーカ

ーをハブとする革新的な知識創造のメカニズム

が構築されることになったのである。

このような TSMC の積極的な戦略は顧客で

ある設計会社の発展を促し，それによって

TSMC 自身もさらに発展することになった。

たとえば 2011 年の売上高第 18 位のエヌヴィデ

ィアは，まだ規模が小さかった時期から，

TSMC が将来性を見込んで積極的に連携して

きた企業である［『工商時報』2002 年 12 月 17

日］（注38）。また，設計会社の発展は前述の IDM

のファブライト化，ファブレス化の一因ともな

った。設計会社に市場を侵食された IDM はフ

ァブの稼働率を安定的に高く保つことが難しく

なったからである。すなわち，IDM のファブ

ライト化，ファブレス化は，ファブ建設の費用

の増大という外生的な変化がもたらしたという

だけではなく，ファウンドリ専業メーカーが設

計会社の発展を促し，IDM を圧迫することに

よって自ら生み出したという面もあったのであ

る。

IDM の製造部門の代替も，知識創造のハブ

も，ファウンドリ専業モデルが潜在的にもって

いた役割である。TSMC は実際にファウンド

リ専業を営んでいたからこそ，いち早くそれに

気づき，潜在的な役割を顕在化させるという革

新を成し遂げられたと考えられる。また，

TSMC は一からモデルを構築する必要はなく，

すでにあるファウンドリ専業モデルに新しい役

割を付加していくという漸進的な革新が可能で

あった。本節の前半で述べたように，後発性の

逆説的な効果によって台湾はファウンドリ専業

モデルの構築において世界に先駆けることにな

ったが，そのことによってこのモデルの発展過

程では先行者としての優位を長く発揮すること

ができたのである。

Ⅴ　設計部門の発展―追随から新しい市場

　　の創造へ―

第Ⅲ節で述べたように分業構造が形成された

ことによって，設計部門もまた独自の発展過程

をたどることになった。本節ではまず，設計部

門が先進国企業を追随しながら発展してきたこ

とを明らかにする。次に追随戦略から脱却する

試 み と し て， 威 盛 電 子（VIA Technologies, 

Inc.）の挑戦を取り上げる。最後に聯発科技が

新興国市場の開拓に至る過程を検討し，その戦

略が基本的には追随戦略の拡張であったこと，
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その半ば意図せざる結果としてビジネスモデル

が革新性を備えるようになったことを示す。

1．パソコン産業の発展と設計部門の勃興

1990 年代初頭において，台湾の設計会社の

主要な製品はメモリと広義の ASIC だった（表

4）。ASIC のうち，民生機器用 IC が大きな割

合を占め，また 48 パーセントがフルカスタム

だった［『半導體工業年鑑』1991 年版 , 124］。し

かし，設計部門はその後，大きく変わっていっ

た（注39）。それを促したのは，1990 年代の台湾の

パソコンの OEM/ODM（Original Equipment/

Design Manufacturing）メーカー（注40）の躍進で

ある。台湾は世界的なパソコンの生産基地へと

発展したため，半導体に対する巨大な需要が出

現した。偉詮電子を創業した林錫銘は，当時，

「’93 年の国内市場規模はすでに約 1200 億元に

達しています。……国内 IC 企業の前には機会

と挑戦が充ち満ちています」［『半導體工業年鑑』

1994 年版，貳 /14］と，輸入代替への意欲を語

っている。

こうして情報機器向けの半導体の生産が急増

し，特に後述する威盛電子や矽統科技（Silicon 

Integrated Systems Corp.）のパソコン用チップ

セットに代表される情報機器向けの ASSP が

設計部門の製品の大半を占めるようになった

（表 4）。輸入代替も進行し，需要が増大してい

るにもかかわらず，1990 年には 87 パーセント

だった半導体の輸入比率は 2000 年には 69 パー

セントまで低下した（図 2）。台湾の OEM/

ODM メーカーがパソコンの製品企画において

重要な役割を果たすようになっていったことも

［川上 2012］，設計会社の浸透をさらに容易にし

ていったと考えられる。

こ の よ う な 変 化 は Breznitz［2007］ や 王

［2010］が指摘しているように，設計会社が後

発性の利益を利用した追随戦略を採ったことを

示している。台湾の設計会社は，先進国企業が

開発した製品と同等の製品を，より安く，タイ

ミングよく市場に投入することで成長していっ

た。 た と え ば 瑞 昱 半 導 体（Realtek 

Semiconductor Corp.）副総経理の陳進興が語る，

次のようなインテルのネットワーク半導体の代

替は，追随戦略の典型的なケースである（注41）。

「台湾のブランドが海外の大企業の知名

度に及ばないという前提の下，通常，新し

い技術が商品化される第 1 段階は，必ず海

外の大企業が優位に立ちます。しかし，消

費者がこの技術を受け入れてしばらくすれ

ば，ブランドが必ずしも最優先で考慮され

ることはなくなります。通常，このときが

需要が最大になる段階でもあり，台湾企業

のチャンスでもあります。台湾半導体産業

の垂直統合されたサプライチェーンを使っ

て，瑞昱はイーサネット市場の需要が最大

になった段階で，品質と価格に優れたソリ

ューションを顧客に提供し，一挙に成果を

掌中にしたのです」［『財訊』第 254 期（2003

年），159-160］。

多くの台湾の設計会社は，人手をかけてダ

イ・サイズをシュリンクすることによって先進

国企業が開発した製品と同等の機能と性能をも

った製品を低価格で製造し（注42），先進国企業か

ら市場を奪う（設計会社の元社員への 2012 年 12

月のインタビュー）（注43）。追随戦略では，需要が

顕著に成長するタイミングを逃さないように，

市場に製品を投入するまでのリードタイムを極

力短縮する必要がある。機動的なコミュニケー
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表 4　台湾設計部門の事業構成（売上高の比重）
（単位：％）

メモリ
情報機器向け 通信機器向け 民生用機器向け その他
ASSP ASIC ASSP ASIC ASSP ASIC ASSP ASIC

1990 56.0 19.0 0.0 24.0 1.0
1991 45.4 25.3 0.1 28.3 0.9
1992 53.3 25.0 1.0 19.8 0.9
1993 48.1 30.7 3.4 17.0 0.8
1994 22.5 51.5 2.2 23.7 0.1
1995 13.9 54.5 7.8 23.1 0.7
1996 － 67.2 3.0 9.5 0.5 9.2 7.0 2.5 1.1
1997 － 53.4 3.3 12.4 0.9 14.3 9.8 2.8 3.1
1998 － 55.0 7.1 11.7 1.2 11.3 13.1 0.2 0.4
1999 － 66.4 2.7 11.5 1.6 7.6 9.3 0.7 0.1
2000 － 62.9 2.7 13.3 2.3 9.6 6.4 2.2 0.6
2001 － 64.0 1.7 11.5 2.6 14.7 3.3 1.7 35.0
2002 － 58.2 2.4 10.5 3.0 19.2 5.0 1.2 0.5
2003 － 58.5 1.5 9.2 1.5 26.7 1.2 1.4 0.0
2004 － 46.4 2.1 9.7 0.1 33.2 6.4 2.2 0.0
2005 － 43.1 2.5 11.6 1.0 33.1 6.8 1.9 0.0
2006 － 38.0 2.0 15.4 1.3 33.5 7.8 2.0 0.0
2007 － 40.0 2.1 16.0 1.4 32.0 7.0 1.5 0.0
2008 － 40.3 2.1 17.0 1.4 31.3 6.5 1.4 0.0
2009 － 40.1 2.3 18.4 1.3 30.3 6.2 1.4 0.0
2010 － 38.1 2.1 18.5 1.8 31.8 6.2 1.5 0.0

（出所）『半導體工業年鑑』各年版より作成。
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図 2　台湾半導体市場の輸入依存度

（出所）　『半導體産業年鑑』各年版より作成。
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ションによるリードタイムの短縮のため，台湾

の設計会社にとってはファウンドリ専業メーカ

ーとの近接性が決定的に重要であり―先行者

であるアメリカの設計会社にとっては決定的で

はない―，また「突貫作業文化」［曾 2009; 王 

2010］なるものが生まれたのである。今でも台

湾の設計会社の大半は，このような先進国企業

への追随を続けていると考えられる。

2．�威盛電子のキャッチアップからの脱却へ

の挑戦

2000 年前後になると，台湾設計部門の上位

企業においては，それまでのパソコン関連の半

導体における追随型の発展が限界を迎えるよう

になり，さらなる発展に向けた機会とビジネス

モデルの模索が行われるようになった。上位企

業の選択肢のひとつが，キャッチアップを完了

し，脱却することであった。パソコン用チップ

セット・メーカー，威盛電子の CPU への参入

は，その代表的な試みであった（注44）。しかし，

試みは失敗に終わっている。

1990 年代に台湾企業が主力としていたパソ

コン用の半導体のなかでも，チップセットは最

も重要な製品だった。チップセットは CPU に

合わせて開発されるため，CPU において圧倒

的なシェアをもつインテルは非常に有利な位置

にあった。しかし，2000 年前後になると，威

盛電子や矽統科技といった台湾のチップセッ

ト・メーカーは，価格ばかりでなく機能や性能

においてもインテルに優る製品を開発するよう

になり，すでに単に低コストを武器にした追随

者ではなくなっていた。

威盛電子のインテルへの挑戦の端緒は，イン

テルの 1990 年代後半における戦略上の失策に

あった。1990 年代後半，CPU と DRAM の間

の情報の伝達速度というボトルネックに対する

ソリューションとして，インテルはラムバス

DRAM を用いた規格を推奨した。しかし，

DRAM メーカーおよびマザーボードやパソコ

ンのメーカーには受け入れられず，従来のシン

クロナス DRAM を用いた低コストの PC133

という規格が普及した。威盛電子は PC133 に

合わせたチップセットを開発し，シェアを大き

く拡大したのである。

しかし，インテルにとって威盛電子の行為は

看過できるものではなかった。インテルは

1999 年 6 月，威盛電子の行為は前年に結んだ

ライセンス契約に違反しているとして，ライセ

ンスの一部を取り消した。威盛電子はこれに対

抗して，同月末，ナショナル・セミコンダクタ

の CPU 部門であるサイリックスを買収するこ

とを明らかにした。威盛電子の狙いは，サイリ

ックスがインテルから受けているライセンスを

使って，インテルの訴えを回避することにあっ

たとみられる［『經濟日報』1999 年 7 月 1 日］。

しかし，注目すべきは，サイリックスの買収に

よって，威盛電子は結果的に CPU というイン

テルのコアビジネスに挑戦することになったこ

とである。威盛電子は同年 8 月，IDT の CPU

部門の買収も明らかにした［『工商時報』1999 年

8 月 6 日］。

PC133 をめぐる威盛電子とインテルの争い

は，2000 年 7 月に和解に至った［熊 2003, 154］。

し か し， イ ン テ ル が 2000 年 11 月 に 新 し い

CPU，ペンティアム 4 用のチップセットを発

売すると，威盛電子はそれに関するライセンス

契約の締結を拒否した［山姆 2001］。このとき

すでに CPU 部門を備えていたことが，威盛電
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子がインテルに対して強硬な姿勢をとった重要

な理由だったと考えられる。

威盛電子の CPU への挑戦は必ずしも無謀な

ものではなかった。威盛電子はインテルの戦略

がローエンド市場では十分に有効ではないと考

え，そこを攻略することによって，CPU 市場

の 10 パーセント程度のシェアを獲得できると

期待していた［『經濟日報』1999 年 7 月 12 日］。

インテルのラムバス規格での失敗は，挑戦の可

能性を裏付けていた。また，台湾の分業システ

ムを利用することによって，インテルに対する

コスト上の優位性を得られると，威盛電子は考

えていた［『中國時報』1999 年 9 月 2 日］。この

ように，威盛電子の挑戦はもはやインテルの単

なる追随にとどまらず，インテルと同じ土俵で

競おうとするものであった。威盛電子の目標が

「アジアのインテル」［張 2000］あるいは「ファ

ブレスのインテル」［王 1999］であったことは，

その意気込みを示している。

しかしながら，威盛電子の CPU 事業は期待

したようには伸びず，チップセット事業を支え

ることはできなかった。2003 年 4 月，威盛電

子は方針を転換してインテルと和解し［『經濟

日報』2003 年 4 月 9 日］，その挑戦は挫折に終わ

ったのである。

3．�聯発科技による追随戦略の水平的展開と

その革新性

2000 年代，威盛電子などパソコン用チップ

セット・メーカーに代わって台湾の設計部門を

リードするようになったのは聯発科技である。

聯発科技は，聯華電子のファウンドリ専業化に

ともなってスピンオフされた設計部門のひとつ

である。1997 年に設立され，はじめ CD ドラ

イブ用のチップセットの開発に取り組み，続い

て 1999 年に DVD プレイヤー用のチップセッ

トに参入した。聯発科技が CD ドライブ用チッ

プセットに参入することを選んだのは，他のパ

ソコン用の半導体の競争がすでに激しかったこ

とともに，インテルの影響力が小さかったから

である［『經濟日報』2001 年 5 月 29 日］（注45）。発

展の余地を考えた戦略であり，発展するにした

がってインテルとの競合を激化させていった威

盛電子とは大きく異なっていたといえよう。

聯発科技は光学ドライブ用チップセットにお

いて後発であり，他の台湾の設計会社と同様，

先進国企業を追随する戦略を採用したが，2000

年代に入ると主導的な地位に立つようになった。

蔡明介は 2003 年初頭に，聯発科技ははじめ追

随者を追随（follow the follower）していたが，

追随者の先導者（follower leader）となり，さ

らに特殊な市場の先導者となったと位置づけ，

これからは先導者集団（leader group）の一員

になると述べている［『經濟日報』2003 年 1 月 22

日］。

光学ドライブ用チップセットに参入について

注目したいのは，聯発科技が後発企業として，

ユーザーの台湾の光学ドライブ・メーカーと提

携関係を結んだことである。聯発科技はユーザ

ーも後発であり，開発能力が限られていること

を踏まえ，先進国では光学ドライブ・メーカー

自らが開発しているソフトウェアまでチップセ

ットと合わせて供給し，製品開発をサポートし

た［新宅ほか 2005, 8］。これは一種のトータル

ソリューションにほかならない。聯発科技が特

に強い提携関係を構築した建興電子（Lite-On 

IT Corp.）は（注46），短期間で世界的に有力な光

学ドライブ・メーカーへと成長し，それによっ
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て聯発科技の事業も拡大することになった。

聯発科技は光学ドライブ用チップセットに続

けて，早くも 2000 年から携帯電話用チップセ

ットの開発に着手した。聯発科技は参入に当た

って，すでに大きな市場が形成されているもの

の，技術が成熟している第 2 世代，第 2.5 世代

に参入するか，技術的には最先端だが市場がま

だ発達していない第 3 世代に参入するかを検討

し，2005 年までは第 2 世代と第 2.5 世代が主流

であると判断，聯発科技は前者を選択した［趙 

2002, 11-12, 26-27］。2003 年 末 に 第 2 世 代 の

G S M （ G l o b a l  S y s t e m  f o r  M o b i l e 

Communications）規格のチップセットをリリー

スし，2004 年第 3 四半期から第 2.5 世代の　

GPRS（General Packet Radio Service）規格のチ

ップセットのサンプルを出荷した。

聯発科技の積極的な多角化は，蔡明介のこれ

までの設計部門に対する観察に基づいている。

蔡によれば，いったんリーディングカンパニー

となった設計会社の大部分が「一代チャンピオ

ン」で終わっている［蔡 2007, 146-152］。つまり，

設計会社はある製品でトップとなっても，継続

的にトップとなる製品を開発することは難しい

と，蔡は考えている。そのような宿命を避ける

ため，聯発科技は多角化に積極的に取り組んで

いる。

携帯電話用チップセットへの進出は，光学ド

ライブ用チップセットよりも高度な技術が必要

になったものの，基本的には追随戦略の水平的

な拡張であった。つまり，携帯電話用チップセ

ットという新しい分野で，再びキャッチアップ

型の発展を始めようとしたのである。実際，蔡

によれば，聯発科技の第 2 世代の製品のリリー

スは先進国企業と比べて 10 年遅れていたが，

第 3 世代では 6～7 年（注47），第 4 世代では 1～2

年とギャップを縮小していった［『聯合晩報』

2013 年 7 月 24 日］（注48）。

さらに言えば，聯発科技は携帯電話用チップ

セットにおいて，パソコン用半導体における台

湾の成功経験の再現を期待していた。蔡は実際

に参入する前に次のように発言している。

「……無線通信産業の構造はオープンに

向かい，これまでのようなクローズドとは

変わってきています。しかも，海外の大手

企業は続々と台湾に来て，（製造を委託す

る）OEM/ODM メーカーを探しています。

こうして，パソコン産業の発展モデルと同

じように，台湾が自ら無線通信用チップの

技術をもつことが有利になってきていま

す」［『經濟日報』2002 年 8 月 27 日］。

このように，聯発科技は台湾企業による携帯

電話の OEM/ODM の台頭をみて，携帯電話産

業がパソコン産業と同じようなパターンで発展

し，その結果，パソコン用の半導体と同じよう

に，台湾で携帯電話用半導体の市場が拡大する

と考えていたのである（注49）。また蔡の発言から

は，産業の構造がオープンに向かっていること

も，パソコンにおけるインテルのようなヘゲモ

ニーを嫌う聯発科技にとって好条件であると考

えていたことがわかる。

実際，聯発科技は当初，華宝通訊（Compal 

Communications, Inc.） や 広 達 電 脳（Quanta 

Computer, Inc.）といった主要な OEM/ODM メ

ーカーにアプローチしたが，成果を得られなか

った。実績に欠ける聯発科技のチップセットが，

OEM/ODM の発注元である先進国の携帯電話

メーカーに受け入れられなかったことが原因で

あった［『工商時報』2004 年 1 月 27 日］。聯発科
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技の後発性は，ここでは制約として働くことに

なったのである。

しかし，このとき，中国では低価格の携帯電

話を求める潜在的な需要が生まれていた。聯発

科技の携帯電話用チップセットは中国において，

「山寨」と呼ばれる，当初，非合法だった携帯

電話のローエンド市場の爆発的な拡大をもたら

すことになった。その結果，聯発科技もまた急

激な成長を達成した。低価格の携帯電話の市場

は中国以外の新興国にも広まり，聯発科技の成

長をさらに押し上げることになった。

聯発科技がこの潜在的な市場を掘り起こすこ

とができた要因として，ソフトウェアやレファ

レンスデザイン等を付したトータルソリューシ

ョンを提供したことを，既述の先行研究の多く

が指摘している。低価格携帯電話のメーカーの

ほとんどは低い開発能力しかもたないが，聯発

科技の供与するトータルソリューションを用い

ることによって開発が可能になったのである。

すでに述べたように，聯発科技は光学ドライ

ブ用チップセットにおいて，当初のユーザーで

あった台湾企業の開発能力が限られていたため，

トータルソリューションを供与することによっ

て支援した（注50）。聯発科技は携帯電話用チップ

セットでもその経験の複製を狙って，光学ドラ

イブ用チップセットのビジネスモデルを転用し

たのである（注51）。蔡は「聯発科技は無線通信の

分野において後発なので，トータルソリューシ

ョンを提供することによって，……初めて顧客

に受け入れられます」［『工商時報』2002 年 8 月

28 日］と述べている（注52）。当初の狙いは外れ，

トータルソリューションは台湾の OEM/ODM

メーカーへの売り込みには役立たなかったが，

中国で潜在的に生まれていた需要をとらえるこ

とになったのである。

聯発科技のトータルソリューションは強固な

優位性を発揮し，クアルコムらもその後聯発科

技を模してトータルソリューションを供与する

ようになったが，顧客への支援において聯発科

技に及ばなかった［王 2012b，82］。聯発科技は

こうして，パソコンのインテルや携帯電話のハ

イエンド市場におけるクアルコムのように，携

帯電話のローエンド市場におけるプラットフォ

ームの供給者となったのである［丁・潘 2013, 

121-124; 川上・佐藤 2014, 77-78］。

聯発科技の発展はその後も持続している。

2009 年 に は ク ア ル コ ム か ら WCDMA

（Wideband Code Division Multiple Access）規格

に関連する特許のライセンスを獲得し［『工商

時報』2009 年 11 月 21 日］，第 3 世代のチップセ

ットをリリースした。聯発科技はすでに中国等

の GSM および GPRS の市場で大きなシェアを

もっていたので，クアルコムは聯発科技に無償

で技術のライセンスを与え，そのユーザーから

ライセンス料を取得することを選択したのであ

る。スマートフォン用チップセットでは，中国

のスマートフォン市場の拡大の速度を見誤った

こと，また OS（Operating System）ではアンド

ロイドよりもウィンドウズ・モバイルを重視し

たことから，出遅れることになったが［王 

2012a，49］，戦略を修正したことによって，

2013 年には大きなシェアを獲得している。『半

導體工業年鑑』2015 年版によれば，聯発科技

の 2014 年の売上高は世界の設計会社のなかで

第 3 位である。
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お わ り に

本稿の議論を終えるにあたって，まず第Ⅲ節

から第Ⅴ節の議論を整理し，次にそれから引き

出したインプリケーションを示す。

台湾半導体産業は 1970 年代，政府主導の，

後発性の利益を利用した国家プロジェクトによ

って生み出された。しかし，生成の過程は必ず

しも自明の，単線的なものではなく，複数の経

路のなかから選択する必要があった。選択の結

果，すべての工程を備えながら各工程が独立し

た企業によって担われるという，今日の分業構

造の基礎がつくられ，各部門が独自の発展メカ

ニズムを追求することが可能になったのである。

製造部門では 1987 年に TSMC が設立され，

台湾は世界に先んじてファウンドリ専業モデル

を構築することになった。技術的に設計と製造

の分離が可能になった結果，1980 年代，ファ

ウンドリという新しい市場が生まれていた。台

湾でも国家プロジェクトの重点が ASIC に置か

れ，設計専業の企業が設立されるようになって

いた。ファウンドリ専業モデルはこの新しい機

会に基づいていた。とはいえ，当時，ファウン

ドリ市場はまだ十分には発達していなかったた

め，ファウンドリ専業モデルはリスクが高いと

みられていた。にもかかわらず，台湾は後発性

に制約されて，大きな市場をもち，技術進歩の

牽引車となっていた DRAM を選択することが

できず，前例のないファウンドリ専業を唯一の

選択肢として選ぶことになったのである。

しかし，ファウンドリ専業モデルはより革新

的なビジネスモデルへと進化する潜在的な可能

性をもっていた。TSMC らはファウンドリ専

業の先行者として，IDM の代替や知識創造の

ハブといった新しい役割を他に先駆けて発見し，

すでにあるモデルに段階的に付加しながら実現

し，それによってファウンドリ専業モデルの発

展を持続的に主導した。1990 年代には台湾企

業が DRAM に参入することが可能となったが，

革新性が発現され，パフォーマンスにおいて優

ったファウンドリ専業モデルが半導体産業の発

展を牽引し続けた。

設計部門もまた国家プロジェクトから生まれ，

主としてファブレスの設計会社から構成される

という特徴をもつことになった。1990 年代，

台湾企業が世界のパソコン生産を担うようにな

り，パソコン用半導体の需要が急増するという

機会を捉え，設計部門は先進国企業の製品を模

倣し，代替するという追随型の発展を遂げた。

2000 年前後になると，上位企業は追随型の発

展からの脱却を試みるようになった。威盛電子

は CPU というインテルの中核事業に挑戦した

が，失敗に終わった。一方，聯発科技は追随型

の戦略を水平的に拡張し，携帯電話用チップセ

ットに参入したが，パソコンとは違って，携帯

電話の OEM/ODM メーカーには受け入れられ

なかった。しかし，聯発科技が後発メーカーと

してチップセットとともにトータルソリューシ

ョンを供与したことから，設計能力の低い中国

の携帯電話メーカーの勃興を促し，潜在的にあ

った低価格携帯電話の需要を掘り起こすという

革新を成し遂げることになった。

本稿はこのように，台湾半導体産業の発展過

程を，後発性の作用の下での各段階における選

択の積み重ねとして解釈した。本稿において後

発性は従来のキャッチアップ型工業化論よりも

拡張され，その作用が及ぶ領域は技術ばかりで
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なく市場を含み，また台湾に有利な機会をもた

らす作用とともに，選択を制約する作用も視野

に入れられた。さらに，機会の多くは潜在的で

あること，それゆえに選択された戦略やビジネ

スモデルが革新性を帯び得ることを示した。

最後に，後発国の産業発展に関するインプリ

ケーションを本稿から引き出して議論を結びた

い。根本的なインプリケーションは産業発展の

多様な経路の可能性である。これまでのキャッ

チアップ型工業化論では，後発国は技術発展に

おいて跳び越え（leapfrogging）は難しいと考

えられている［末廣 2000, 7］。換言すれば，お

おむね単線的な技術発展が想定されている。し

かし，ファウンドリ専業モデルは新しく生まれ

た需要をつかまえ，独自の発展の経路を創出し，

インテルやサムスン電子と競うような企業とな

った。聯発科技も後発性ゆえの特性をもったビ

ジネスモデルを構築し，それによって先進国企

業にはできなかった中国のローエンド市場とい

う新しい需要の掘り起こしを成し遂げ，世界有

数の設計会社に発展した。比喩的に言えば，

TSMC も，聯発科技も，先進国とは別の経路

を切り開きながら先進国に追いつき，追い越し

ていったのである。

さらに，発展経路の多様性から派生する 2 つ

のインプリケーションがある。第 1 に，発展の

経路が複数あるということは，最善の経路が事

前には不明であるということである。これは先

進国の経験から最善の経路が明らかになってい

ると考える，従来のキャッチアップ型工業化論

とは異なっている。その結果，どのように最善

の経路を選ぶかという新しい課題が発生する。

経路の探索には大なり小なり試行錯誤をともな

う。換言すれば，いくつかの試みが失敗に終わ

ることは避けがたい。台湾の半導体産業の発展

過程をみれば，分業の仕組みにおけるライセン

シングとファウンドリ，主力分野に関する

DRAM とファウンドリ専業，設計部門におけ

るリーディングカンパニーへの挑戦と新興国市

場への展開という，異なる戦略やモデルの競合

があった。そのうち一方は失敗に終わったが，

それは試みて初めて明らかになったことである。

第 2 に，多様な発展戦略を描くことができれ

ば，伊藤［2008］や佐藤［2008］が提起した「キ

ャッチアップの天井」に対するひとつのソリュ

ーションともなる。「キャッチアップの天井」

とは，技術的なキャッチアップが完了に近づく

にしたがって後発性の利益の利用が難しくなる

ため，完了の手前で発展が鈍化，停止してしま

うことをいう。技術的なキャッチアップにのみ

注目するかぎり，これを突破することは容易で

はない（注53）。しかし，台湾半導体産業の経験は，

技術以外の領域に目を向けることで天井を迂回

する可能性が生まれることを示している。

TSMC がファウンドリ専業モデルを梃子とし

て技術発展を進めたように，聯発科技が中国を

はじめとする新興国のローエンド市場から得た

利益を投入して，技術的なキャッチアップを続

けているように，技術は後から発展させてもよ

いのである。

（注１）政府の役割に関する先行研究のレビュ
ー は 佐 藤［2007, 24-26］ を 参 照。 な お， 佐 藤

［2007］は台湾半導体産業の生成と発展は政府の
みによって達成されたものではなく，技術者の
主体的な行動も不可欠の役割を果たしたことを
明らかにしている。
（注２）本稿と筆者のこれまでの研究との関係

をここで述べておきたい。佐藤［2007］では，
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台湾半導体産業の発展における諸々の行為主体
の動機と能力，役割と相互作用を論じた。しか
しながら，これらの行為主体の諸側面に重大な
影響を及ぼす，台湾の後発性という要因を，十
分に深く，かつ明示的に検討していなかった。
このような反省から，近年，後発性という要因
を議論に組み込むことを試みてきた。佐藤

［2016］はこのような観点から政府の役割を再考
し，Sato［2016］はビジネスモデルの形成を論
じた。本稿はそれらを統合し，さらに新たな議
論を加えて発展させている。
（注３）これは，なぜ先進国企業がファウンド

リ専業モデルを採用しなかったのかという
Fuller, Akinwande, and Sodini［2005, 83］の問
いを，台湾企業に焦点を当てて転換したもので
ある。
（注４）キャッチアップ型工業化論に関する総

合的な議論は末廣［2000］を参照。
（注５）たとえば安倍［2008, 117-118］によれ

ば，韓国の光陽製鉄所のレイアウトは先に建設
された日本の製鉄所よりも優れている。
（注６）イノベーションがしばしば意図せざる

結果であることは，武石・青島・軽部［2012］
の多くの事例が示している。
（注７）たとえば Abramovits［1986］は後発

国が後発性の利益を利用する社会的能力の重要
性を指摘している。また，Amsden［2001］お
よび Amsden and Chu［2003］は，後発国企業
が後発性の利益に基づいて立案した計画を実行
する能力が重要であると論じている。
（注８）この点は査読者から指摘していただき，

論点に加えた。査読者に感謝申し上げたい。
（注９）ここで述べていることはクリステンセ

ン［2001］の「イノベータのジレンマ」や，東
アジアの液晶パネル産業を研究した赤羽［2014, 
34-36］の「ヒステリシス効果」を参照している。
（注 10）本節は佐藤［2007, 第 2 章 - 第 4 章］を，

本稿の課題とアプローチから再構成している。
（注 11）従来の研究では，導入技術の選択や導

入先の選択が重視されている。

（注 12）プロジェクトが実施される過程でさら
に変更が加えられた。資源の制約から，プロジ
ェクトの重点は製造に置かれた［張・潘文淵文
教基金會 2006, 124］。また，パイロットプラン
トの規模は，商業生産の可能性を検証するため，
プロジェクトの責任者であった胡定華らによっ
て，潘の構想よりも大幅に拡大されることにな
った。
（注 13）組立部門はすでに外資系企業によって

形成され，地場企業の設立も始まっていた。
（注 14）ここでの「研究開発」は設計技術を含

んでいる。
（注 15）佐藤［2007, 123-124］の史欽泰の証言

を参照。
（注 16）TSMC は事前の計画では，受注の約 7

割が IDM から，約 3 割が設計会社からと考えて
いたが，実際には逆になった［張・潘文淵文教
基金會 2006, 207-209］。
（注 17）半導体産業の技術水準を示す最も代表

的な指標。
（注 18）ここでの ASIC は ASSP（Application 

Specific Standard Product） を 含 む。 な お，
ASIC と ASSP の区分は実際には多分に流動的
である。たとえば，特定のユーザーのために開
発された ASIC が，契約期間が完了すると ASSP
として他のユーザーに供給されることもある。
（注 19）なお，大きな市場をもつ半導体は

DRAM の ほ か に CPU（Central Processing 
Unit）があったが，このときは選択肢として検
討されていない。
（注 20）張忠謀の提案の以前にも，ファウンド

リ専業の前身となる構想があった。ひとつは前
述のように聯華電子から提案されたものである。
もうひとつは在米華人が新竹科学工業園区に設
立した設計会社から提案されたものである。い
ずれもファブの生産能力を満たせるかどうかに
懸念が残り，実現には至らなかった。
（注 21）たとえば宣［2004, 75-78］における聯

華電子とザイリンクスの提携のケースを参照。
（注 22）劉英達氏への 2006 年 1 月 12 日のイン
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タビュー。劉氏は 1990 年代当時の聯華電子の経
営幹部。
（注 23）ワイヤーおよびケーブルの製造を中核

事業としていた民間のビジネスグループ。
（注 24）陳錦溏氏への 2003 年 5 月 6 日のイン

タビュー。陳氏は 1990 年代当時の華邦電子の経
営幹部。
（注 25）台湾の DRAM 事業の低迷の原因は，

そ れ 自 体， 研 究 す べ き 課 題 で あ る。Fuller, 
Akinwande, and Sodini［2005］ や 佐 藤［2007, 
第 6 章］で議論が行われている。
（注 26）国家プロジェクト（サブマイクロン計

画）の成果として生まれた世界先進半導体
（Vanguard International Semiconductor 
Corp.）に，TSMC が投資したことも，1990 年
代のファウンドリ専業と DRAM の戦略上の競合
性を示す事例である。つまり，この時点では
TSMC および張忠謀も，台湾において DRAM
事業の発展は可能であると考えていたのである。
しかし，世界先進半導体の DRAM 事業も行き詰
まり，ファウンドリ専業に転換することになった。
（注 27）『日経エレクトロニクス』［2010, 33］

は 45～40 ナノメートルの段階では，TSMC の量
産開始はインテルよりも約 1 年遅れていたとし
ている。
（注 28）口径の大きいウェハーを用いるほど生

産性が高まるが，技術的な難度も高くなる。また，
大口径のウェハーを用いるファブを建設するに
は，技術とともに投資能力が必要となる。
（注 29）TSMC が開発した液浸リソグラフィ

技術が 2003 年にロードマップに採用されたこと
は，台湾が技術的に世界の最先端と肩を並べる
ようになったことを示している［張・潘文淵文
教基金會 2006, 357］。
（注 30）林［2010］は，TSMC は単独で銅配

線技術を開発したとしている。
（注 31）TSMC 設立時に工研院から移籍した

経営幹部。現副会長。
（注 32）メモリは統合のメリットが大きいため，

設計と製造が分離されることはない。

（注 33）切り離された製造部門はグローバルフ
ァウンドリーズというファウンドリ専業メーカ
ーとなり，2010 年には世界第 3 位のファウンド
リ専業メーカーだったチャータード・セミコン
ダクタを買収した。
（注 34）TSMC の各種サービスについては荘

［2010］が詳しい。
（注 35）伊藤［2004, 34］の表 3 には，企業名

は伏されているものの，加盟企業の詳しいデー
タが示されている。
（注 36）聯華電子は智原科技という設計サービ

ス会社を傘下にもっていた。
（注 37）曽繁城への 2013 年 1 月 31 日のインタ

ビューによれば，創意電子の主たる顧客は中小
の設計会社である。
（注 38）筆者が 2013 年 2 月 4 日に訪問した，

台湾の電源管理 IC の設計会社も，設立時の規模
は小さかったが，TSMC は将来有望であるとみ
て，積極的に協力してくれたと述べている。
（注 39）メモリ分野の主要な設計会社だった茂

矽 電 子（MOSEL Electronics Taiwan, Inc.） と
華智電子（Vitelic Corp.）が合併して台湾茂矽電
子となり，IDM に転じたため，メモリの比重の
減少も進行した。
（注 40）OEM は製造の受託，ODM は設計と

製造の受託である。
（注 41）ほぼ同じ内容のことを，蔡［2007］は

「S 字カーブ」として図示している。
（注 42）ダイ・サイズをシュリンクすれば，1

枚のウェハーからつくれるダイの数が増え，コ
ストを下げることができる。
（注 43）林［2010, 84-85］も参照。
（注 44）同じくパソコン用チップセット・メー

カ ー の 矽 統 科 技（Silicon Integrated Systems 
Corp.）も，製造部門に進出し，IDM 化すること
によって「台湾のインテル」を目指した。しかし，
この試みも失敗に終わっている。結局，矽統科
技は聯華電子の傘下に入り，再び製造部門を切
り離してファブレス化することになった。
（注 45）蔡明介のこのような考え方の背景には，
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聯発科技時代に CPU 市場でインテルに挑戦し，
挫折したことがある［張・潘文淵文教基金會 
2006, 307］。
（注 46）2000 年代前半まで建興電子はほとん

どすべてのチップセットを聯発科技から調達し
ていた［『工商時報』2003 年 7 月 24 日］。一方，
たとえば 2000 年には聯発科技の売上高の 21.25
パーセントを建興電子が占めていた［『工商時
報』2001 年 8 月 13 日］。
（注 47）より具体的な例を挙げるならば，2009

年 11 月の時点において，先進国企業の第 3 世代
規格のチップセットは 2 つのチップに集約され
ていたのに対し，聯発科技のチップセット
MT6268 はまだ 4 つのチップから構成されてい
た。また，先進国企業の伝達速度がすでに第
3.75 世代まで達していたのに対し，聯発科技は
第 3 世代にとどまっていた［『工商時報』2009 年
11 月 21 日］。
（注 48）現在，聯発科技と携帯電話用チップセ

ットのリーダーであるクアルコムの間のギャッ
プはかなり小さくなっている。聯発科技は 2013
年，他社に先駆け 8 つのコアをもつプロセッサ
ーを開発した［『聯合晩報』2013 年 7 月 24 日］。
ただし，クアルコムはコアの数のみが携帯電話
の性能を決定するわけではないとしている［『工
商時報』2013 年 7 月 31 日］。
（注 49）このような見方は当時の台湾の業界で

は広く共有されていたとみられる［趙 2002］。
（注 50）その後の携帯電話用チップセットと同

様，光学ドライブ用チップセットもトータルソ
リューションを付して中国企業にも供給される
ようになった［『經濟日報』2009 年 4 月 21 日］。
（注 51）後発企業がすべてトータルソリューシ

ョンを提供したわけではない。後発企業の戦略
としては，先進国企業の一部の製品を代替する
という戦略もあり得た［『經濟日報』2003 年 3 月
19 日］。トータルソリューションは聯発科技のビ
ジネスモデルの特徴であったといえよう。
（注 52）丁・潘［2013, 124］によると，聯発科

技が携帯電話用チップセットのトータルソリュ

ーションを提供するようになったのは 2004 年か
らである。しかし，この発言にあるように，蔡
は 2002 年にすでにトータルソリューションの必
要性を認識していた。
（注 53）Kim［1997］は韓国において技術的な

キャッチアップの天井を突破した複数のケース
を提示している。しかし，そこから浮かび上が
るのは，むしろその難しさである。
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Abstract

Backwardness and Innovation in the Development 
of Taiwan’s Semiconductor Industry

Yukihito Sato

This article examines the development process of Taiwan’s semiconductor industry, which 

has seen innovations derived from its backwardness. This examination is conducted from the 

perspective of revisiting and extending the concept of the “advantages of backwardness,” which 

forms the core of the catch-up industrialization approach. At the birth of Taiwan’s semiconductor 

industry, a national project attempted to build up the industry by utilizing the advantages of 

backwardness. This project shaped the basic structure for the division of labor in the industry and 

enabled its subsectors to develop independently. The fabrication sector is the most important 

subsector in Taiwan’s semiconductor industry and is characterized by a pure-play foundry model. 

Given that Taiwan was too backward to choose more promising products such as DRAM, it had to 

pursue an unprecedented business model specialized in foundry service, although advanced 

countries considered demand for the service to be underdeveloped and hesitated to invest in it. 

Despite being generated by backwardness, the model held much potential and opportunities for 

innovativeness. Taiwanese companies have sustained their leadership in the foundry market by 

discovering and realizing potential innovations step by step. In the design sector, MediaTek 

horizontally extended the follower strategy and unexpectedly pioneered the low-end markets for 

cellular phones in China and other emerging economies. Due to this innovation, the company 

grew to become one of top fabless companies in the world. As Taiwan’s experiences illustrate, we 

can think of various strategies for the development of latecomers, considering not only the 

technological advantages of backwardness but also advantages in market opportunities and 

business models.


